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事業費

活動指標

成果指標

個別評価
 本事業を市が行うのは妥当か。

 対象範囲や水準、手段は妥当か。

 事業を廃止・休止した場合の影響は大きいか。

 目的に対する成果は上がっているか。成果向上の余地はあるか。

 類似事業との統廃合はできるか。

 事業の上位目標である施策に貢献しているか。

 事業費削減の余地はあるか。

 人件費削減の余地はあるか。

 受益者負担の割合は適正か。

総合評価

 担当部局が総合的に判断した評価の理由・課題・今後の改善内容

効率性

事業費は適正である。

A人件費は適正である。

適正な受益者負担である。

妥当性、効率性、有効性から判断し、公共下水道事業が重要で市民からも要望されており、整備促進していく必要があ
る。しかし、限られた予算と人員の中で、公共下水道事業として雨水、汚水ともに、新設事業と更新事業が必要となっ
てくる。そのため、それぞれの課題について、調査検討を実施し、公共下水道事業全体として、計画的、効率的な事業
を行えるよう、中長期の方針を立てることが急務である。

妥当性

市が実施すべき義務的事業である。

A妥当である。

影響は大きい。

有効性

期待どおりの成果が上がっている。

B統廃合について検討の余地がある。

大きく貢献している。

指標データ
27年度実績 28年度実績 29年度目標

83.7 84.2

参考数値

3,615 2,940 H28年度末総人口
113,152人
H28年度末区域内人口
94,686人
H29年度末区域内人口(目標)
95,264人

指標名 汚水整備率(%)

指標の説明 区域内人口(人)/総人口(人)

1年間で敷設した新設汚水管渠の延長

指標データ
27年度実績 28年度実績 29年度目標

うち市負担分 481,960 471,686

指標名 工事延長(m)

事業費 1,288,056 1,206,580 【事業費】
下水道事業：934,338千円
大和川下流流域下水道事業費
　：353,718千円
【特定財源】
社会資本整備交付金
　：315,000千円
受益者負担金：22,750千円
市債：543,100千円

目的（どうしたいか） 市民が衛生的で快適な生活が営めるように生活環境の改善と水質改善を図る。

手段（事業内容）
生活排水を水路や側溝に流さず、汚水管によって処理場へ運んで処理した水を河川へ放流
し、生活環境の改善と水質改善を図る事業。工事の測量、設計、家屋調査、水道管・ガス
管等の移設を行い、汚水管渠工事及び宅内の汚水桝設置工事を行う。

人件費 74,754 69,592

総事業費 1,362,810 1,276,172

単位：千円 27年度決算 28年度決算 29年度当初予算

指標の説明

対象（誰を・何を） 市民全体

下水道費

施策 5 上下水道 項 下水道事業費

28年度決算主な内訳

担当部署名 下水道部 下水道建設課
予
算
科
目

会計 公共下水道特別会計
総
合
基
本
計
画

施策目標 1 快適でうるおいのある住みよいまち 款

施策の方向 4 下水道事業の推進 目 下水道事業費

平成29年度羽曳野市事務事業評価シート（平成28年度実施事業）
コード 154-01-02

事務事業名 汚水整備事業
事務の種類 自治事務（義務的なもの）

連絡先 内線2321
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事業費

活動指標

成果指標

個別評価
 本事業を市が行うのは妥当か。

 対象範囲や水準、手段は妥当か。

 事業を廃止・休止した場合の影響は大きいか。

 目的に対する成果は上がっているか。成果向上の余地はあるか。

 類似事業との統廃合はできるか。

 事業の上位目標である施策に貢献しているか。

 事業費削減の余地はあるか。

 人件費削減の余地はあるか。

 受益者負担の割合は適正か。

総合評価

 担当部局が総合的に判断した評価の理由・課題・今後の改善内容

平成29年度羽曳野市事務事業評価シート（平成28年度実施事業）
コード 154-02-01

事務事業名 雨水整備事業
事務の種類 自治事務（義務的なもの）

連絡先 内線2321

担当部署名 下水道部 下水道建設課
予
算
科
目

会計 公共下水道特別会計
総
合
基
本
計
画

施策目標 1 快適でうるおいのある住みよいまち 款

施策の方向 4 下水道事業の推進 目 下水道事業費

対象（誰を・何を） 市民全体

下水道費

施策 5 上下水道 項 下水道事業費

28年度決算主な内訳

事業費 73,898 78,288 【事業費】
下水道事業費：60,015千円
河川管理費：2,395千円
排水路管理費：2,805千円
排水路改修費：8,683千円
【特定財源】
市債：35,900千円

目的（どうしたいか）
雨水による浸水等で、市民の生命・財産に危険が及ばないようにし、快適な生活を送れる
まちとする。

手段（事業内容）
対象降雨に対し、雨水管渠等により、公共用水域に雨水を排水し、市民が住みよいまちづ
くりを行う事業。工事の測量、設計、家屋調査、水道管・ガス管等の移設を行い、雨水管
渠等の工事を行う。

人件費 19,176 17,000

総事業費 93,074 95,288

単位：千円 27年度決算 28年度決算 29年度当初予算

指標の説明 1年間で整備した新設雨水施設の延長

指標データ
27年度実績 28年度実績 29年度目標

うち市負担分 57,174 58,188

指標名 工事延長(m)

指標データ
27年度実績 28年度実績 29年度目標

30,123 30,358

参考数値

255 235 H27年度末管渠延長：29,611m
H28年度末管渠延長：30,123m
＝29,611m+市工事203m+
民間工事309m
H29年度末管渠延長(目標)
：30,358m＝30,123m+
市工事235m

指標名 雨水管渠延長(m)

指標の説明 市が管理する雨水管渠総延長

効率性

事業費は適正である。

A人件費は適正である。

受益者負担はない。

妥当性、効率性、有効性から判断し、公共下水道事業が重要で市民からも要望されており、整備促進していく必要があ
る。しかし、限られた予算と人員の中で、公共下水道事業として雨水、汚水ともに、新設事業と更新事業が必要となっ
てくる。そのため、それぞれの課題について、調査検討を実施し、公共下水道事業全体として、計画的、効率的な事業
を行えるよう、中長期の方針を立てることが急務である。

妥当性

市が実施すべき義務的事業である。

A妥当である。

影響は大きい。

有効性

期待どおりの成果が上がっている。

A統廃合はできない。/類似事業はない。

大きく貢献している。


